
　岩手県議会では臨時議会を6月11日に開催し、令和2年度の新型コ
ロナウイルス対策の３号補正予算が成立しました。今回はその主な内容
について掲載しております。（新型コロナウイルス対策についての補正
予算１号２号は前回30号で掲載）
　県議会では８月３日に新型コロナウイルス対策本部会議を開催し、補
正予算の実効性を含めたコロナ対策の質疑を行ったところです。現在岩
手県では４号補正に向けて、動いています。県内においても新型コロナ
ウイルス感染が確認されたところであり、新たな局面への対応や1～３
号補正において盛り込まれなかった分野について、対策を行っていくた
めの補正予算とするべく、県当局と打ち合わせをしているところです。
　また、令和2年7月豪雨は全国各地に甚大な被害がもたらしました。四
年前の台風１０号、昨年の台風１９号災害を受けた私たちの地域におい
ても、再度被害が発生しないよう対策を講じる必要があります。
　地域の声を県政に反映し、安心安全な地域を創っていかなければなり
ません。これからも、積極的に活動を行って参りますので、引き続きのご
指導をよろしくお願い申し上げます。
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３号補正予算の主な内容について

新型コロナウイルス感染症対策
令和2年度  第3号補正予算

244億9,900万円
6月11日成立

●地域外来・検査センター整備事業費　9,300万円
　地域外来・検査センターを２次医療圏ごとに設置・運営経費
※久慈広域においては7月30日より設置運営

01 サーベイランス（感染症監視）

●新型コロナウイルス感染症予防緊急対策費　2,900万円
　避難所感染症対策として、段ボールベットやパーテーション等の備蓄品
購入費

※マスク7,500枚、消毒液 675本/500ml、段ボールベット2,500台、
パーテーション1,000基、非接触型体温計225台を、岩手県消防学校等
の県内５ヶ所の防災拠点に配備

●障害福祉サービスICT導入モデル事業費　500万円
　障害福祉サービス事業者等のオンライン面会などに使うICT導入経費補助

●感染症対策継続事業費補助　　29億5600万円
　障害者支援施設、介護サービス事業所、児童養護施設、保育所、放課後児童
クラブ等において、感染症対策のための物品の購入・研修の実施する経費
補助。

※申請時期は検討中ですが、４月から遡及適用できる見込み。

●児童相談所一時保護費　1,100万円
　両親が感染した児童の一時預かりのための、体制強化経費

02 まん延防止

●感染症予防費　１億8,000万円
　入院医療費、PCR検査料負担、医療用マスク配布、検体搬送に要する経費

●新型コロナウイルス感染症入院施設等確保事業費　７億7,800万円
　感染患者受け入れ病床確保、医療機関受け入れ体制整備

●新型コロナウイルス感染症医療従事者宿泊費補助　１億1,800万円
　帰宅困難な医療従事者の宿泊経費補助

●妊娠訪問支援事業費　400万円
　感染した妊産婦支援経費

03 医療等 ●岩手県出身県外大学生等応援事業費　4,300万円
　岩手県出身学生が県内でインターンシップや就職活動等を行う交通費
等を支援。支給は原則一人１回、最大20,000円支援、受付期間2020年
7月15日～2021年3月15日。6月11日以降の活動が対象となります。

●学校教育活動再開支援費補助　5億1,100万円
　市町村立学校、高等学校、特別支援学校の感染症対策や学習保障等の経費
補助

●新型コロナウイルス感染症対策スクールサポートスタッフ配置事業
　7億9,100万円
　教職員の業務支援を行うスクールサポートスタッフ533人の配置に要
する経費

●新型コロナウイルス感染症対策オンライン就職支援事業費　200万円
　オンラインによる合同企業説明会開催経費

04 教育

●分娩前感染症検査費補助　8,300万円
　希望する妊婦に対する分娩前PCR検査費用補助

●新型インフルエンザ患者入院医療機関等設備整備費補助
　６億9,900万円
　救急・周産期・小児医療機関等の設備整備補助

●救急・周産期・小児医療機関等院内感染拡大防止対策支援事業費補助　
16億3,000万円

●医療機関、薬局等感染拡大防止対策支援事業費補助　25億7,000万円

●新型コロナウイルス感染症対応慰労金給付事業費　54億2,000万円
　医療従事者や職員、障害者支援施設・介護施設で利用者と接する職員への
慰労金支給

【申請窓口・問い合わせ先】
ジョブカフェいわて内「いわてとつながろう！
Uターン就活応援助成金」受付窓口

〒020-0024 岩手県盛岡市菜園1-12-18  盛岡菜園センタービル5階
TEL 019-656-1580   ホームページ https://www.jobcafe-i.jp/ouen-josei/
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6月1日
いわて新政会会派要望（新型コロナ対策）

7月７日
久慈市魚市場　銀鮭水揚げ

7月15日
青少年を非行被害から守る県民大会

7月21日
新型コロナ対策（1次産業）会派勉強会

区分 小売業

■ 対応中　　○ 拡充　　◎ 新規（7月末現在）

飲食業 サービス業 道路旅客運送業 宿泊業 製造業 備考
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■持続化給付金（売上高前年同月比▲50％、昨年1年間の売上からの減少分が上限）　法人上限200万円・個人上限100万円

■感染拡大防止協力金（4/25～5/6の全期間休業）　10万円

◎継続支援金
　売上高前年同月比
▲50％以上。

　国の持続化給付金
の受給定事業者

　100万円

◎家賃支援給付金（①単月で売上高前年同月比▲50％以上、②連続する3か月の売上高前年同月比▲30％以上。最大6か月分）
　法人上限50万円／月、最大300万円・個人上限25万円／月、最大150万円、給付率2/3

○家賃補助
　（①単月▲50％以上、②4～6月▲30％以上）
　上限10万円／月、最大30万円、補助率1/4

国の支援金と合わせ
て、本県では、最長9
か月の支援スキーム

資金を受けられなかっ
た労働者に対し、休業
支援金（仮称）を給付

対応資金の限度額＋
1,000万円引上（国
の通知があり次第、要
綱を改正予定）

◎WEB物産展
　土産品・工芸品業者
　の販促支援

非対面型ビジネスへの
転換やテレワーク環境
を整備する場合、補助
率3/4に
製造業には、左記に加
え、サプライチェーン
の多元化等に対応する
設備投資への補助有り

○雇用調整助成金（4月～9月の6か月）
　上限1日当たり15,000円／人、助成率10/10（解雇等を行わない場合）

■雇用調整助成金（事業者負担が生じる場合）助成率：事業者負担分の1/2

■政府系金融機関による融資（大きく分けて3段階の支級）

■セーフティネット貸付
　（据置期間3年、金利引き下げ無し）

■特別貸付、マル経融資
　【売上高前年比▲5％～15％未満】
　→金利▲0.9％引き下げ

■特別利子補給制度
　【売上高前年比▲15％以上】
　→3年間無利子融資

■新型コロナウイルス感染症対策資金貸付　限度額8,000万円、貸付期間（据置期間）10年以内（2年以内）
　保証料率0.8％～0.4％（補給率　県・保証協会各1/2）、利率1.4％
■新型コロナウイルス感染症対応資金貸付　限度額4,000万円、貸付期間（据置期間）10年以内（5年以内）
　売上高前年比▲5％以上　保証料ゼロ、3年間無利子（国又は県が全額補給）

■持続化補助金（販路開拓）
　上限100万円、補助率2/3～3/4

◎事業再開枠（感染症防止対策費。持続化又はものづくり補助の実施が条件）
　上限50万円、補助率10/10

■IT導入補助金（IT導入による業務効率化等を支援）
　上限450万円、補助率1/2～3/4

■ものづくり補助金（サービス開発、生産向上の設備投資）
　上限100万円、補助率1/2～3/4

◎感染症対策等支援　10万円

◎観光バス運行
　支援費補助
　上限5万円
　（1台1運行当たり）

◎感染症対策等
　事業費補助
　上限200万円
　補助率2/3

○地元宿応援割
　最大6,000円割引

■マスク供給事業
　アパレル産業支援

◎競争力強化
　支援費補助
　上限300万円
　補助率1/2

■商工会議所・商工会による地域経済活性化の取組への補助　上限100万円、補助率10/10

◎経営力強化支援ファンドや再生ファンドによる資本の増強
◎劣後ローン（限度額7億2,000万円、貸付利率3年間0.5％）による資本性資金の供給
■納税猶予・納付期限の延長、社会保険料の支払猶予
■電気・ガスなどの公共料金の支払猶予
■よろず支援拠点（国が県産業振興センター内に設置）の相談体制強化

○買うならいわてのもの運動・地元に泊まろう応援キャンペーン
◎WEB合同企業説明会による学生と県内企業のマッチング支援
◎商工会・商工会議所の指導員の増員や専門家相談の拡充による経営相談体制の強化
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